
岸田内閣総理大臣 「クリーンエネルギー戦略」に関する有識者懇談会 2022年1月18日

クリーンエネルギー戦略に関する総理指示

【岸田内閣総理大臣 「クリーンエネルギー戦略」に関する有識者懇談会発言】（2022年1月18日）＜概要＞

 過度の効率性重視による市場の失敗、持続可能性の欠如、富める国と富まざる国の環境格差など、資本主義
の負の側面が凝縮しているのが気候変動問題であり、新しい資本主義の実現によって克服すべき最大の課題で
もあります。

 我が国においても、官民が、炭素中立型の経済社会に向けた変革の全体像を共有し、この分野への投資を早急
に、少なくとも倍増させ、新しい時代の成長を生み出すエンジンとしていきます。

 この変革を成し遂げるためには、単に、エネルギー供給構造の変革だけでなく、産業構造、国民の暮らし、そして地
域の在り方全般にわたる取組が必要です。

 クリーンエネルギー戦略においては、どのような分野で、いつまでに、どういう仕掛けで、どれくらいの投資を引き出
すのか。経済社会変革の道筋の全体像を、お示ししたいと思っています。

 萩生田経済産業大臣取りまとめの下で、山口環境大臣と共に、送配電インフラ、蓄電池、再エネ始め水素・アン
モニアなど非炭素電源、安定、低廉かつクリーンなエネルギー供給の在り方、需要側の産業構造転換や労働力
の円滑な移動、地域における脱炭素化、ライフスタイルの転換、資金調達の在り方、カーボンプライシング、多く
の論点に方向性を見いだしてください。

 特に、地域社会が主体的に進める脱炭素の取組の後押しや、国民一人一人の理解促進、暮らしの変革につい
ては、山口環境大臣に具体策の検討をお願いします。

 その上で両大臣から、検討の結果を山際大臣が担当する新しい資本主義実現会議へ報告してください。

 気候変動問題に対応し、我が国の経済社会を炭素中立型にしていくという歴史的な変革を実現するためには、
政府一丸となった検討と実行が必要となります。

 2022年1月18日に行われた「クリーンエネルギー戦略」に関する有識者懇談会において、岸田総理より、萩生田経済産業
大臣及び山口環境大臣へクリーンエネルギー戦略の策定に向けて、多くの論点に方向性を見出し、「新しい資本主義実
現会議」へ報告するよう指示がなされた。
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